
有料老人ホームの設置運営指導指針の全部改正について

平成3年3月28日　老福第72号

厚生省大臣官房老人保健福祉部長

有料老人ホームの指導については，「有料老人ホー

ムの設置運営指導指針について」（昭和49年11月5日

社老第90号社会局長通知）の別紙「有料老人ホーム

設置運営指導指針」（以下「指針」という。）により

行われてきたところであるが，昨年6月に成立した

老人福祉法等の一部を改正する法律（平成2年法律

第58号）の一部が4月より施行されるのに併せて，

その改正の趣旨等を踏まえ，別添のとおり指針を改

正することとしたので，次の事項に留意のうえ，貴

管下の有料老人ホームに対して適切な指導を行われ

たい。

1　指針の性格

有料老人ホームについては，いったん事業を開始

すると事業の安定的かつ継続的な運営が求められる

ことから，行政側としては，設置前に経営面を含め

た十分な指導を行うとともに，事業開始後において

もサービス水準や経営の安定性の確保のために引き

続き十分な指導を行う必要がある。このような事業

の性格を踏まえ，この指針は，設置前及び事業開始

後の継続的な指導を行うに当たって，有料老人ホー

ムである以上，入居者の福祉という観点から少なく

とも満たすことが求められる事項について行政とし

てその指導の指針を示したものである。

2　指導上の留意点

（1）届出等の指導

有料老人ホームの設置に当たっては，都市計
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画法による開発許可又は建築許可（都市計画法

第43条に規定する許可をいう。以下同じ。）の申

請前に十分な協議を行うよう指導されたい。開

発許可及び建築許可対象外の場合にあっては，

建築確認申請前に十分な協議を行うよう指導さ

れたい。

届出の受理については建築基準法による建築

確認後建物着工前に行うこととし，それまでに

必要な指導を十分行われたい。また，入居募集

については，届出後に行うよう指導されたい。

（2）着工についての指導

建築の着工については，原則として，相当数

の入居見込者が確保されており事業の確実な遂

行が見込まれる段階において開始するよう指導

されたい。着工段階において相当数の入居見込

者が確保されていないような場合については，

入居金の返還債務について銀行保証等を付すよ

う指導されたい。

（3）介護についての指導

今般，介護に着目して有料老人ホームの類型

分けを行うこととしたが，現在のところ高齢者

の多くは有料老人ホームに対して特に介護面に

ついて大きな期待を寄せていることから，極力

そのような需要実態に即した十分な介護体制を

整えた施設とするよう指導されたい。

また，介護専用型有料老人ホームについては，

別途指針を定め通知することとしているが，当

面，介護型ホームに準じて指導されたい。



（4）関係機関との連携

有料老人ホームの設置計画を開発許可又は建

築許可の申請前に把握できるよう開発許可担当

部局等の関係部局との連携体制の確立を図られ

たい。また，指導に当たっては，関係部局及び

管下市町村と十分な連携を図られたい。

なお，このことについては，建設省建設経済

局も了解済みであるので念のため申し添える。

（5）開設後の指導

毎年，貸借対照表，損益計算書等の財務諸表

の提出を求め，その経営状況の把握を行うとと

もに，少なくとも3年毎に事業収支計画の見直

しを行うこととし，財務諸表との乖離がある場

合にはその原因を解明し対処方針等を報告さ

せ，適切な措置を講ずるよう指導されたい。な

お，報告徴収の詳細については，別途通知する

「有料老人ホーム設置者等からの報告の徴収に

ついて」（平成3年3月28日老福第73号　厚生省

大臣官房老人保健福祉部老人福祉課長通知）に

よられたい。

（6）全国有料老人ホーム協会及びシルバーサービ

ス振興会との連携

今回の老人福祉法の改正により決定化された

（社）全国有料老人ホーム協会の設立相談を受

けるとともに，同協会への入会及び（社）シル

バーサービス振興会が実施を予定しているシル

バーマークの取得について，十分な指導を行わ

れたい。また，有料老人ホームに対する指導及

び協議に当たっては，（社）全国有料老人ホーム協

会及び（祉）シルバーサービス振興会と十分連

携を図られたい。

（7）既存施設の取り扱い

原則として，平成3年4月1日現在において，

建築確認申請を行っていない有料老人ホームに

ついては，本指針に基づき指導を行うこととし，

それ以外の有料老人ホームについては，変更可

能な部分について，本指針に準じて適切な指導

を図られたい。
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3　主要な改正点

（1）安定的な経営確保のための基準の充実

30年間の長期の事業収支計画を策定するなど

綿密な計画に基づき事業を実施するものとする

こと。

また，建物の着工については，原則として，

相当数の入居見込者が確保されているなど事業

の確実な遂行が見込まれる段階において開始す

ること。着工段階において相当数の入居見込者

が確保されていないような場合については，入

居金の返還債務について銀行保証等が付される

こととなっていること。

（2）入居者に対する情報開示の推進

消費者である高齢者が有料老人ホームを適切

に選択できるよう，介護に着目して有料老人

ホームの類型分けを行うこととしたが，その表

示を義務付けるとともに，介護サービスについ

て，提供される場所，サービスの内容，頻度及

び費用負担を明示するものとすること。

（3）適正な契約手続き，入居金の支払いの確保

開設後において体験入居制度を設けるととも

に，契約に当たっては入居金の内金は入居金の

20％以内に留め，入居前の解約の場合には申込

金及び適正な額の違約金を除いては全額返還す

るものとすること。

（4）借地借家での設置

借地・借家での設置については，これまで原

則として好ましくないこととされていたが，長

期安定的な契約が結ばれている場合等について

は認めるものとすること。

（5）分譲型有料老人ホームについての基準

いわゆる分譲型有料老人ホームについては，

老人福祉法に基づく届出は必要ないが，同法に

基づく有料老人ホームと同様，老人に対して食

事，介護等のサービスを提供するものであるの

で，当該サービスについて，同法に基づく有料

老人ホームに準じて指導するものとすること。
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有料老人ホーム設置運営指導指針
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1　基本的事項

有料老人ホームの事業を計画するに当たっては，

次の事項に留意すること。

（1）有料老人ホーム経営の基本姿勢としては，入

居者の福祉を重視するとともに，安定的かつ継

続的な事業運営を確保していくことが求められ

ること。

（2）都市計画法による開発許可若しくは建築許可

申請前又は開発許可対象外の場合については建

築確認申請前から地元市町村及び都道府県と十

分な事前協議を行うこと。

（3）地元市町村及び都道府県との事前協議と並行

して，（社）全国有料老人ホーム協会の入会審査

を受けるとともに，開設時において同協会に設

ける有料老人ホーム入居者基金への加入手続き

をとること。また，併せて，（社）シルバーサー

ビス振興会のシルバーマークの審査を受けるこ

と。

（4）構想段階において，地域特性，需要動向等の

市場分析を行うとともに，計画が具体化した段

階において，市場調査を行い，相当数の入居見

込者を確保すること。

（5）建築確認後速やかに都道府県への届出を行う

こと。

（6）都道府県知事への届出後に入居募集を行うこ

と。

（7）建物の着工については，原則として，相当数

の入居見込者が確保されているなど事業の確実

な遂行が見込まれる段階において開始すること

とする。着工段階において相当数の入居見込者

が確保されていないような場合については，入

居金の返還債務について銀行保証等が付される

こととなっていること。

2　設置主体

（1）有料老人ホームの設置主体は，老人福祉施設

の場合と異なり，地方公共団体及び社会福祉法

人に限定されるものではないこと。

（2）公益法人にあっては，有料老人ホームの事業

を行うに当たって主務官庁の承認を得ているこ

と。

（3）事業を確実に遂行できるような経営基盤が

整っているとともに，社会的信用の得られる経

営主体であること。

（4）個人経営でないこと。また少数の個人の株主

等による独断専行的な経営が行われる可能性の

ある体制でないこと。

（5）他業を営んでいる場合には，その財務内容が

適正であること。

（6）役員等の中には，有料老人ホーム運営につい

て知識，経験を有する者等を参画させること。

3　立地条件

（1）入居者が健康で安全な生活を維持できる環境

をもった場所であるとともに，有料老人ホーム

の敷地は入居者の処遇，健康及び防災上適切な

広さを有するものであること。

（2）十分な入居者を確保できるような交通，環境

等の立地条件が整っているなど市場ニーズに適

合していること。

（3）医療機関との連携協力が可能な地域であるこ

と。

（4）市街化調整区域での有料老人ホームの設置の

場合には，「市街化調整区域における有料老人

ホームの取扱いについて」（昭和61年8月2日社

老第89号厚生省社会局老人福祉課長通知）によ

ること。

（5）有料老人ホームの事業の用に供する土地及び

建物については，有料老人ホーム事業以外の目



的による抵当権その他の有料老人ホームとして

の利用を制限する恐れのある権利が存しないこ

とが登記簿謄本及び必要に応じた現地調査等に

より確認できること。

（6）借地・借家により有料老人ホームを設置する

場合には，契約関係について次の要件満たすこ

と。

なお，借地．借家等の契約関係が複数になる

場合にあっては，土地信託方式，生命保険会社

による新借地方式及び実質的には二者間の契約

関係と同一視できる契約関係であって当該契約

関係が事業の安定に資する等やむを得ないと認

められるものに限られること。

ア　借地の場合

（ア）　有料老人ホーム事業のための借地である

こと，終身利用型の場合はその旨及び地主

は有料老人ホーム事業の継続について協力

する旨を契約上明記すること。

（イ）建物の登記をするなど法律上の対抗要件

を具備すること。

（ウ）　当初契約の契約期間は30年以上であるこ

と。

（エ）　自動更新条項が契約に入っていること。

（オ）　無断譲度，転貸の禁止条項が契約に入っ

ていること。

（カ）増改築の禁止特約がないこと，又は，増

改築について当事者が協議し地主は特段の

事情がない限り増改築につき承諾を与える

旨の条項が契約に入っていること。

（キ）　賃料引き上げの方法が長期に渡り定まっ

ていること。

（ク）地主が個人の場合には，相続開始後の相

続財産管理人を定めておく旨の条項が契約

に入っていること。

（ケ）　借地人に著しく不利な契約条件が定めら

れていないこと。

イ　借家の場合

（ア）　有料老人ホーム事業のための借家である

こと，終身利用型の場合はその旨及び家主

は有料老人ホーム事業の継続について協力

する旨を契約上明記すること。

（イ）当初契約の契約期間は20年であること。

（ウ）　更新後の契約期間（極端に短期間でない
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こと）を定めた自動更新条項が契約に入っ

ていること。

（エ）無断譲度，転貸の禁止条項が契約に入っ

ていること。

（オ）賃料引き上げの方法が長期に渡り定まっ

ていること。

（カ）家主が個人の場合には，相続開始後の相

続財産管理人を定めておく旨の条項が契約

に入っていること。

（キ）借家人に著しく不利な契約条件が定めら

れていないこと。

（ク）建設協力金，保証金，貸付金等を借家人

である運営事業者が家主に拠出しているこ

と又は家主が運営事業者の主要な株主であ

ることが望ましいこと。

（ケ）建物の優先買取権が契約に定められてい

ることが望ましいこと。

4　規模及び構造設備

（1）建物は，入居者が快適な日常生活を営むのに

適した規模及び構造設備を有すること。

（2）建物は，建築基準法に規定する耐火建築物と

し，かつ，建築基準法，消防法等に定める避難

設備，消化設備その他地震，火災，ガスもれ等

の防止や事故・災害の際の設備を十分設けるこ

と。

（3）建物の配置及び構造は，日照，採光，換気等

利用者の保健衛生について十分考慮されたもの

であること。

また，廊下，居室等利用者が通常移動する範

囲の設備については，車椅子での移動が可能な

スペースと構造を確保すること。

（4）ア　次の設備を設けること。ただし他の施設の

設備を利用すること等により入居者のサービ

スに支障がない場合は，設備の一部を設けな

いことができる。

専用居室，食堂（厨房を含む），医務室（又

は健康管理室），特別介護室，浴場（又は浴室），

特別浴室，談話室（又は応接室），外来宿泊室，

洗濯室，便所，ヘルパー室，事務室（フロン

トを含む），宿直室，館内放送設備，自家発電

設備，ナースコール等通報装置，エレベーター
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（2階建以上の場合），倉庫

イ　入居者の需要動向等を考慮し次の設備を設

けることが望ましいこと。

入居者が健康で生きがいをもって生活する

ことに資する施設。

（例えば，スポーツ，レクリエーション施

設，図書室等）

（5）前項に掲げる設備の基準は，次によること。

ア　専用居室は個室とすること。

イ　医務室を設置する場合には，医療法施行規

則（昭和23年厚生省令第50号）第16条に規定

する診療所の構造設備の基準に適したものと

すること。

ウ　特別介護室は，「養護老人ホーム及び特別養

護老人ホームの設備及び運営に関する基準

（昭和41年厚生省令第19号）（以下「特養設備

運営基準」という。）の特別養護老人ホームに

おける居室の設備基準を満たしたものとする

こと。なお，特別介護室の定員は入居定員（次

項に掲げる介護居室の定員を除く。入居定員

の算定に当たっては居室数の1．3～1．5倍を標

準とする。）の5％以上とすること。ただし，

設置主体が同一であること又は提携契約を結

んでいることにより，常時介護を必要とする

状態になった入居者が他の有料老人ホームの

特別介護室又は介護居室を迅速に利用できる

場合であって，入居時にその旨が入居契約書

又は管理規程上明らかにされている場合は，

この限りではない。

（6）入居時よりねたきり等により常時介護を必要

とする者（以下「要介護者」という。）を相当数

入居させることを予定している有料老人ホーム

（以下「介護型ホーム」という。）にあっては上

記のほか次によること。

ア　4（4）アの設備，介護居室及び機能回復訓練

室を設けること。

イ　介護居室は，要介護者が介護を受けながら

日常生活を営むところとし，1室の入室定員

は4人以下とすること。

ウ　介護居室1室に2人以上の者を入室させる

場合にあっては，プライバシーの保護に十分

配慮した設備とすること。

エ　特養設備運営基準第18号第3項第1号，第
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3号及び第4号並びに第4頂の規定は要介護

者が使用する設備について，同条第5項の規

定は介護居室のある区域について準用するこ

と。

この場合において，同基準中「居室」とあ

るのは「介護居室」と読み替えるものとする

こと。

また，介護居室の入居者1人当たりの床面

積は，収納設備等を除き，8．25平方メートル

以上とすること。

オ　介護居室について，1階に設けるものを除

き，消防法施行規則（昭和36年自治省令第6

号）に規定するスプリンクラーを設置するこ

とを要しない部分以外のものについては，ス

プリンクラーを設置すること。

5　職員の配置等

（1）職員の配置

ア　職員の配置については，入居者の数及び提

供するサービス内容に応じ，その呼称にかか

わらず，次の職員を配置すること。

施設長，事務員，生活相談員，ヘルパー，

看護婦（又は准看護婦），栄養士，調理員

イ　入居者の実態に即し，夜間の介護，緊急時

に対応できる数の職員を配置すること。

ウ　介護型ホームにあっては，要介護者を直接

処遇する職員の数は，おおむね要介護者を

4：1で除して得た数以上とする。

エ　また，介護型ホームにあっては，機能回復

訓練担当者を配置すること。

（2）職員の研修

職員に対しては，採用時及び採用後において

定期的に研修を実施すること。特に，ヘルパー

等直接処遇職員については，高齢者の心身の特

性，実施するサービスのあり方及び内容，介護

に関する知識及び技術，作業手順等について研

修を行うこと。

（3）職員の衛生管理

職員の心身の健康に留意し，職員の疾病の早

期発見及び健康状態の把握のために，採用時及



び採用後において定期的に健康診断を行うとと

もに，就業中の衛生管理について十分な点検を

行うこと。

6　施設の管理・運営

（1）管理規程等の制定

入居者の定員，利用料，サービスの内容及び

その費用負担，介護を行う場合の基準，医学的

ケアを要する場合の対応（介護型ホームにあっ

ては要介護者の状況に応じた適切な対応を含む

こと。）などを明示した管理規程等を設けるこ

と。

（2）名簿等の整備

入居者及びその身元引受人等の氏名及び連絡

先を明らかにした名簿並びに設備，職員，会計

及び入居者の状況に関する帳簿を整備しておく

こと。

（3）緊急時の対応

事故・災害及び急病・負傷に迅速かつ適切に

対応できるよう具体的な計画を立てるととも

に，避難等必要な訓練を定期的に行うこと。

（4）医療機関等との連携

提携（協力）病院を定め，その診療科目等に

ついて入居者に周知しておくこと。また。提携

（協力）内容に医師の訪問による健康相談，健

康診断が含まれていない場合には嘱託医を確保

しておくこと。

特に介護型ホームにあっては，要介護者が相

当数入居していることに配慮し，これらを定め

ること。

（5）運営懇談会等の設置

施設長，職員及び入居者代表により組織する

運営懇談会を設け，管理費，食費の収支等の内

容を定期的に報告し，説明するとともに，入居

者の要望，意見を運営に反映させるよう努める

こと。

60

7　サービス

入居者に対して，食事，相談助言，健康管理，

治療への協力，介護，レクリエーション等に閲し，

契約内容に基づき，その心身の状況に応じ適切な

サービスが提供されること。

（1）食事サービス

ア　高齢者に適した食事を提供すること。

イ　栄養士による献立表を作成すること。

ウ　食堂において食事をすることが困難な入居

者に対しては，居室において食事を提供する

など必要な配慮を行うこと。

（2）相談・助言等

入居時には，心身の健康状況等について調査

を行い，入居後は入居者の各種の相談に応ずる

とともに適切な助言等に努めなければならない

こと。

（3）健康管理と治療への協力

ア　入居時及び1年に2回以上健康診断を受け

る機会を与え，その記録を適切に保存してお

くとともに，常時，入居者の健康保持に努め

ること。また，介護型ホームにあっては，常

に要介護者の健康の状況に注意し，必要に応

じて健康保持のための適切な措置をとるよう

努めること。

イ　入居者が一時的疾病等のため日常生活に支

障がある場合には介助等日常生活の世話が行

えるよう配慮するとともに，医療機関での治

療が必要な場合には適切な治療が受けられる

よう医療機関との連絡，紹介，受診手続き，

通院介助等の協力に努めること。

（4）介護サービス

ア　契約内容に基づき，入居者を専用居室，特

別介護室又は介護居室において入居者の自立

を援助するという観点に立って処遇するとと

もに，常時介護に対応できる職員の勤務体制

をとること。

イ　必要に応じて介護記録を作成し，保管する
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とともに，主治医との連携を十分図ること。

（5）レクリエーション

入居者の要望に考慮し，運動，娯楽等のレク

リエーションを実施すること。

（6）身元引受人への連絡等

入居者の生活において必要な場合には，身元

引受人等への連絡等所要の措置をとるととも

に，本人の意向に応じ，関連諸制度，諸施策の活

用についても迅速かつ適切な措置をとること。

8　事業収支計画

（1）資金の確保等

初期総投資額の積算に当たっては，開設に際

して必要となる次のような費用を詳細に検討し

積み上げて算定し，必要な資金を適切な方法で

調達すること。また，資金の調達に当たっては

主たる取引金融機関等を確保しておくこと。

ア　調査関係費，イ　土地関係費，ウ　建築関

係費，エ　募集関係費

オ　開業準備関係費，カ　公共負担金，キ　租

税公課，ク　期中金利

ケ　予備費

（2）資金収支計画及び損益計画

次のような点に留意し，長期の資金収支計画

及び損益計画を策定すること。

ア　長期安定的な経営が可能な計画であるこ

と。

イ　最低30年以上の長期的な計画を策定し，少

なくとも3年毎に見直しを行うこと。

ウ　借入金の返済に当たっては資金計画上無理

のない計画となっていること。

エ　適切かつ実行可能な募集計画に基づいてい

ること。

オ　長期推計に基づく入居時平均年齢，男女比，

単身入居率，入退去率，入居者数及び要介護

者発生率を勘案すること。

カ　人件費，物件費等の上昇率や建物の修繕費

等を適切に見込んでいること。

キ　入居一時金の償却年数は平均余命を勘案し
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決められていること。

ク　常に適正な資金残高があること。

（3）経理・会計の独立

有料老人ホーム以外にも事業経営を行ってい

る経営主体については，当該有料老人ホームに

ついての経理．会計を明確に区分し，他の事業

に流用しないこと。

9　入居一時金等

（1）入居一時金

入居一時金をとる場合には，建物の建設総費

用（建物の保全費を含む。）や土地利用の換算額
、

等を加算して得た額及びねたきり等介護の費用

を含める場合にあってはその額を加えた額を基

礎とする合理的な算定根拠に基づくものである

こと。

借家の場合にあっては，保証金，建設協力金

の金利負担分及び合理的な期間の賃借料を加え

た額を勘案したものとすること。

なお，多額の一時金を払えば毎月の支払いは

一切なく生涯生活を保証するという終身保証契

約は，その後において入居者の心身の状況や物

価，生活費等の経済情勢が著しく変化すること

がありうるので，原則として好ましくないこと。

（2）介護費用

ア　介護費用を入居一時金に含める場合にあっ

ては，開設後の経過年数に応じた要介護発生

率，介護必要期間，職員配置等を勘案した合

理的な積算方法であること。

イ　介護費用を入居一時金に含めず，要介護状

態が発生した都度個々に費用を徴収する場合

にあっては，提供するサービスの内容に応じ

て人件費，材料費等を勘案した適切な額とす

ること。

（3）返還金

入居一時金をとる場合については，一定期間

内に死亡又は退所したときの入居月数に応じた

返還金の算定方式を明らかにしておくこと。

また，入居一時金に対する返還金対象となら



ない部分の割合が適切であること。

なお，着工時において相当数の入居見込者が

確保されていない場合については，十分な入居

者を確保し安定的な経営が見込まれるまでの間

については，入居金の返還金債務について銀行

保証等が付されていること。

（4）利用料

利用料（月額）は，1カ月当たりの人居者に

対するサービスに必要な費用の額（生活費，職

員の人件費，その他の運営費等であって，入居

一時金により賄われるものを除いたもの）を基

礎とする適切な額とすること。

また，賃貸方式による家賃相当額については，

建築物の平均償却額や借地料等の土地の費用の

入居定員1人当たり額に相当する額を加算して

得た額を大幅に上回るものでないこと。

なお，利用料に関する保証金をとる場合には，

その額は6カ月分を超えないこと。

10　契約内容等

（1）契約締結に関する手続き等

ア　契約に際して，契約手続き，入居金の支払

い方法などについて事前に十分説明するこ

と。

イ　入居希望者が設置者の概要，有料老人ホー

ムの類型（別表1の「有料老人ホームの類型」

による。以下同じ。），契約内容を十分理解し

た上で契約を締結できるよう，別紙様式に基

づく書類（重要事項説明書）を作成し，契約

締結前に入居希望者にこの書類を交付し十分

な説明を行うこと。

ウ　開設後においては，契約締結前に体験入居

の途を設けること。

エ　入居金の内金は入居金の20％以内とし，残

金は引き渡し日前の合理的な期日以降に徴収

すること。

オ　入居可能日前の解約の場合については，申

込金及び適正な額の違約金を除いて全額を返

還すること。
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（2）契約内容

ア　入居契約書において，有料老人ホームの頬

型，入居一時金，利用料等の費用負担の額，

入居開始可能日，身元引受人の権利・義務，

契約当事者の追加，契約解除及びその場合の

対応，入居一時金の返還金の取扱い等が明示

されていること。

イ　ねたきり，痴呆等になった場合のサービス

については，心身の状態等に応じてサービス

が提供される場所，介護サービスの内容，頻

度及び費用負担等を入居契約書又は管理規程

上に明確にしておくこと。

ウ　利用料改定のルールを入居契約書又は管理

規程上明らかにしておくとともに，利用料の

改定に当たっては，その根拠を入居者に明確

にすること。

エ　契約書に定める設置者の契約解除の条件

は，信頼関係を著しく害する場合に限るなど

入居者の権利を不当に狭めるものとなってい

ないこと。また，入居者，施設側双方の契約

解除条項を契約書上定めておくこと。

オ　要介護状態になった入居者を特別介護室等

において処遇する場合には，医師の意見を聴

いて行うものとし，その際本人の意向を確認

するとともに，身元引受人等の意見を聴くこ

とを契約書又は管理規程上明らかにしておく

こと。

カ　要介護状態になった入居者を介護居室に移

して処遇する場合，又は契約を解除し提携施

設等に移す場合にあっては，次の手続きを含

む一連の手続きを契約書又は管理規程上明ら

かにしておくこと。

（ア）　医師の意見を聴くこと。

（イ）本人の意向を確認するとともに，身元引

受人等の意見を聴くこと。

（ウ）　一定の観察期間を設けること。

（3）入居募集等

ア　入居募集に当たっては，パンフレット，募

集広告等において，有料老人ホームの類型を

明示すること。

イ　募集広告等入居募集の際，誇大広告等によ

り，消費者に不当に期待をいだかせたり，そ
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れによって積害を与えるようなことがないこ

と。

（4）苦情解決，損害賠償

ア　入居者の苦情に対し迅速かつ円滑な解決を

図るため，窓口を置く等入居者の利便に配慮

してその苦情解決に努めるものとすること。

イ　入居者に対するサービスの提供により賠償

すべき事故が発生した場合は，入居者に対し

ての損害賠償を速やかに行うものとするこ

と。

11  分譲型有料老人ホームについての基準

いわゆる分譲型有料老人ホームについては，この

指針に基づき，終身利用型等他の有料老人ホームに

準じて指導を行うが，具体的な基準は次のとおりで

ある。

（1）サービス提供事業者

事業経営の基本姿勢として入居者の福祉を重

視するものであること。

サービス提供事業者は，区分所有建物の分譲

事業者との連携を十分に図ることができる者で

あることが必要であるが，分譲事業者とは別法

人であることが望ましい。

（2）契約内容

ア　区分所有建物の売買契約，サービス提供契

約等関連の契約において契約の目的，契約当

事者の資格，契約の存続期間，居住者．権利

譲度等の制限，契約の解除条項等契約相互の

関係が明確になるように記載すること。また，

これらの事項のうち重要なものについては，

宅地建物取引業法（昭和27年法律第176号）に

基づく重要事項説明書においても合わせて明

らかにすること。

イ　寝たきり，痴呆になった場合のサービスに

ついては，心身の状態等に応じて利用できる

サービス，当該サービスが提供される場所，

介護サービスの内容，頻度及び費用負担等を

サービス契約上明確にしておくこと。

ウ　管理費及びサービス費の改定のルールを建
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物の区分所有等に関する法律（昭和37年法律

第69号）に基づく規約（以下「管理規約」と

いう。）及びサービス提供契約上明らかにして

おくとともに，利用料の改定に当たっては，

その根拠を入居者に明確にすること。

エ　事業者のサービス提供契約の解除の条件

は，信相関係を著しく害する場合に限るなど

入居者の権利を不当に狭めるものとなってい

ないとともに，当該サービス提供契約の解除

が区分所有建物の所有権自体に重大な侵害を

もたらすものでないこと。

オ　要介護状態になった入居者を提携施設等に

おいて処遇する場合には10（2）オに準じた手続

きを，サービス提供契約を解除して提携施設

等に移す場合には10（2）カに準じた手続きを，

サービス提供契約等で明らかにすること。

（3）職員配置等，施設の管理．運営及びサービス

5－7に基づき指導するものとする。ただし，

介護サービスについては，区分所有建物が自己

所有であることから，原則として終身居住でき

るよう，必要な介護サービスの提供又は紹介．

斡旋，提携施設の確保等必要な介護サービスが

提供される体制を確保すること。

（4）事業収支計画等

ア　事業の安定的かつ継続的な経営が可能な計

画であること。

イ　分譲型有料老人ホームに対するサービス提

供以外にも事業経営を行っている場合には，

当該サービス提供事業についての経理．会計

を明確に区分すること。

ウ　管理費及びサービス費については，敷地，

共有部分等の管理及び入居者に対するサービ

スに必要な費用の額を基礎とする適切な額で

あること。また。これらに関する保証金につ

いては，光熱水道費等を含め入居者が支払う

べき費用の概ね6カ月分を超えないこと。

エ　入居時に介護費用を徴収する場合にあって

は，9（2）アに従い合理的な積算方法によるこ

と。



別紙様式
有料老人ホーム重要事項説明書

年　　月　　日

事

業

主

体

概

要

事　 業　 主　体　 名 代 表 者 名 ー

設　 立　 年　 月　 日
基本財産．資本金l

所　　　 在　　　 地

主な出摘者．出資者と
その金額

事業主体が他に行って
いる主な事業

施

設

概

要

施　　　　 設　　　　 名

頬　　 型　　 （注3）

契約上定める要介
護状態になった場
合の取扱い

介　 護　 の　 場　 所

介護居室，提携施設等へ
移る場合及び契約を解除
する場合の要件，手続き

費　　 用　　 負　　 担

所　　　　 在　　　　 地 略図添付 交通の便

権　　 利　　 関　　 係 土地 建　　 物

建　 築　 時　 期　 等 着工　　　　　 竣工 建物の構造

面　　　　　　　　　 積

土地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 m2　略図添付

建物（延べ面積）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 mi　略図添付

入居予定の専用居室又は介護居室　　　　　 m‡（介護居室　　 人定員）タイプ図添付

特別介護室　　　　　　　　　　　　　　 m2　　　 一人当たり　　　 m2　タイプ図添付

定　　　　 員　　　　 等 定　 員　 ー　専用居室数 介護居室数　 ー　 特別介護室定員

ナースコール等緊急連
給体制

入居者が利用できる施
設，設備

利

用

料

金　　　　　　　 額 支　　 払　　 方　　 法

入　　 居　　　　　　 時　　 金 　　　　　　 円
（内介護費用　　　 円）

追　加　 入　居　 一　時　 金
　　　　　　 円
（内介護費用　　　 円）

入居前解約の場合の違約金 円

月　　 額　　 利　　 用　　 料 円

そ　　 の　　 他　　 （注4） 円

解約時の返還金　　 有　　　　　　4鑑　　　　　　ノ．ヽヽ （算定基準）

月額利用料内
訳 （注5）

費　　　 目 金　　　　　　　 額 備　　　　　　　 考

管　　 理　　 費 定額　　　　　 円
実費　　　　 有 無

食　　　　　 費
定額　　　　　 円
実費　　　　 有 無

光　熱　水　質 定額　　　　　 円
実費　　　　 有 無

家賃相当額 円
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有料老人ホームの設置運営指導指針の全部改正について

その他
（ ）
（ ）
（ ）

円
円
円

月額利用料改定
ルール，改定額
の決定方式

サ
ー
ヒ．
ス．
内
答
ノ′－・－・－注
6
）

入居一時金に含まれるサービス

月額利用料に含まれるサービス

施設が提供するその他の主なサ

ービスとその利用料 （概算）

　　（注 7 ）

医

療

．
介

護

提携病院 （嘱託医）の概要及び
提携内容

入居者が医学的ケアを要する場
合の対応とその費用の負担方法
（入院治療を要する場合を含
む）

入居者が介護を要する状態にな

った場合の介護を行う場所，介
護サービスの内容，頻度及び費
用負担 （注8 ）

別表 2　 介護サービス一覧表による。

職

員

等

の

構

成

（注
9
）

職　　　　　　 種 有　　　　　 無 備　　　　　 考

施　　　　　　 設　　　　　　 長 有　　　　　 無

生活相談員等相談業務に従事す
早老

有　　　　　 無

ヘルパー等生活援助に従事する
者 有　　　　　 無

栄養士等
食事サービスに従事
する者

栄 養 士 有　　　　　 無

調 理 員 有　　　　　 無

看護婦等保健衛生管
理に従事する者

嘱 託 医 有　　　　　 無

看護婦 ．
准看護婦 有　　　　　 無

機能 回復訓練に従事 する者 有　　　　　 無

事 務 その他 に 従事 す る者 有　　　　　 無

入　 居　 開　 始　 可　 能　　 臼

重 要 事 項 説 明 書 説 明 者 氏 名

（注）

1　契約書及び管理規程等を添付すること。

2　事業主体と運営主体が異なる場合は，運営受託者概要を事業主体概要と同様の欄を設けること。

3　類型は，別表1「有料老人ホームの類型」に基づくものであること。

提携施設がある場合は，本様式と同様のものを作成すること。

4　利用料の「その他」の欄には，入居一時金及び月額利用料以外の費用であって，保証金等提供されるサービスの

内容にかかわらず入居者が負担する費用についてその名称と金額を記すこと。

5　月額利用料のうち食費，光熱水費について事業主体でなく管理組合に納入する場合等にあっては，当該欄中にそ

の旨を記すこと。また，実費が有の場合には，その計算方法等を備考欄に記すこと。

6　介護サービスについては「医療．介護」欄に記すこと。

7　概算額は平均的利用の場合の金額を記すこと。この場合金額の幅を持って記しても差し支えないこと。

8　別表2「介護サービスの一覧表」を作成すること。

9　職員の構成は，現況（開設前の施設にあっては，開設時）を記すこと。また，必要に応じ，職員の名称を備考欄
に記すこと。

65



有
料
老
人
ホ
ー
ム
の
類
型

契
約
上
定
め
る
要
介
護
状
態
に
な
っ
た
場
合
の
取
扱
い

手　
　
続　
　
き　
　
等

契
約
の
解
約
の
有
無
専
用
居
室
又

は
介
護
居
室

の
権
利

介　
護　
を　
行　
う　
場　
所
移
行
に
伴
う
新

た
な
入
居
一
時

金
の
有
無

終
身
利
用
（同
一
施
設
内
介
護
）

型
解
約
し
な
い

存　
続

同
一
施
設
内

不　
　
要
（1
）
要
介
護
状
態
に
な
っ
た
者
を
特
別
介
護
室
等
に

お
い
て
処
遇
す
る
場
合
に
は
次
に
よ
る
こ
と
。

ア）
医
師
の
意
見
を
聴
く
こ
と
。

ィ）
本
人
の
意
向
を
確
認
す
る
と
と
も
に
，
身
元
引

受
人
等
の
意
見
を
聴
く
こ
と
。

（2
）
要
介
護
状
態
に
な
っ
た
者
を
専
用
居
室
の
権
利

を
消
滅
さ
せ
て
，
同
一
施
設
内
の
介
護
居
室
に
移

し
て
処
遇
す
る
場
合
は
，
次
に
よ
る
こ
と
。

ア）
医
師
の
意
見
を
聴
く
こ
と
。

ィ）
本
人
の
意
向
を
確
認
す
る
と
と
も
に
，
身
元
引

受
人
等
の
意
見
を
聴
く
こ
と
。

ウ）
一
定
の
観
察
期
間
を
設
け
る
こ
と
。

終
身
利
用
（提
携
施
設
介
護
）
型
解
約
し
な
い

存　
続

提
携
施
設

ま
た
は

同
一
設
置
者
の
別
施
設

不　
　
要

提　
携　
施　
設　
移　
行　
型

解
約
す
る

［
芸
蓋
謂
琵
警
］
消　
滅

提
携
施
設

ま
た
は

不　
　
要

入
居
契
約
の
解
約
に
当
た
っ
て
は
，
次
に
よ
る
こ

同
一
設
置
者
の
別
施
設

と
。

7）
医
師
の
意
見
を
聴
く
こ
と
。

ィ）
本
人
の
意
向
を
確
認
す
る
と
と
も
に
，
身
元
引

受
人
等
の
意
見
を
聴
く
こ
と
。

ウ）
一
定
の
観
察
期
間
を
設
け
る
こ
と
。

限
定
介
護
型

解
約
す
る

消　
滅

契
約
上
定
め
が
な
い

入
居
契
約
の
解
約
に
当
た
っ
て
は
，
次
に
よ
る
こ

と
。
7
）医
師
の
意
見
を
聴
く
こ
と
。

ィ）
本
人
の
意
向
を
確
認
す
る
と
と
も
に
，
身
元
引

ま
た
は

受
人
等
の
意
見
を
聴
〈
こ
と
。

契
約
上
定
め
が
あ
っ
て
も
新
た
な
入
居
一
時
金
が
必
要
ウ
）一
定
の
観
察
期
間
を
設
け
る
こ
と
。

た
だ
し
，
入
居
期
間
が
契
約
で
定
め
ら
れ
て
お

り
，
そ
の
期
限
が
到
来
し
た
者
は
除
く
。

健　
　
康　
　
型

解
約
す
る

〔
筈
警
遠
雷
と
］

消　
滅

介
護
専
用　
型　
＊

解
約
し
な
い

存　
続

同
一
居
室
内

＊
　
「
介
護
専
用
型
」
と
は
，
主
と
し
て
入
居
時
よ
り
常
時
看
護
を
要
す
る
者
を
入
居
さ
せ
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
を
い
う
。
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有料老人ホームの設置運営指導指針の全部改正について

介護サービスの一覧表

A B C

A D L

○歩行 ・自力歩行 可能 ．歩行が不自由 ．歩行不可能

○食事 ・自力で可能 ．一一部介助 ．全面介助

○排泄

○入浴

○衣服の着脱

．自力で可能 ．介助があれば トイレで ．全面介助
できる （常時おむつを使用）
．入浴時介助が必要

．手を貸せば着脱できる

．全面介助
（特殊浴槽を利用）

・全面介助

介護を行 う場所

介護サービス
　　　　 u
入居金，管理 －その都度徴収

　　　　 u
入居金，管理 ．その都度徴収

　　　　 u
入居金，管理 ．その都度徴収

費に含むサー するサービス 費に含むサー するサービス 費に含むサー ：するサービス

○巡回

．昼間 一

．夜間 一

○家事

．掃除
．洗濯

○食事

．配膳，下膳
．食事介助

○排泄

．排泄介助
（おむつ交換
おむつ代）

○入浴等

．清拭
・一般浴介助
・特浴介助

○身辺介助

・居室からの移動
・衣類の着脱
．理美容
．身だしなみ介助

○緊急時対応

．ナースコール

○診療の付添

○代行

．買物
．役所手続 き

ビス ビス □ビス ．
□
□□□
■□
□□
□■
□□□
□□
□□■
□□
□□□
□□
□□□
□□□
□□
□□□
□□
■□□
□□□
□□
□□□
□□
□□□
■□
□□□
□□
□□
□□□
□□
□□
□■□
□□
□□
□□□
■健康管理サー ビス

．健康診断
．健康相談
・生活指導
・機能訓練
．医師の往診

□
□□
□□□
□□
□□
□□
□□□
□□
□
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F

入退院時，入院中の
サービス

．医療費
．移送サービス

□l
□□□
□□□□
□【

□□
□□
□□□
□□
□■

その他サービス ■
u□
□□
□□□
□□
□

※なお，記入に当たっては，回数，費用負担を明らかにすること。
その他サービスの欄は，上記以外のサービスを必要に応 じて記入すること。


